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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第104期

第２四半期
連結累計期間

第105期
第２四半期
連結累計期間

第104期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 17,344 17,477 38,333

経常利益 (百万円) 517 623 1,270

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(百万円) 309 409 1,001

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 469 370 952

純資産額 (百万円) 22,252 22,236 22,502

総資産額 (百万円) 41,987 40,839 43,357

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 30.77 41.72 100.12

自己資本比率 (％) 52.9 54.3 51.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 102 434 1,167

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △599 △435 △649

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △692 △1,037 △1,201

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高

(百万円) 3,490 2,958 3,997

回次
第104期

第２四半期
連結会計期間

第105期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 11.86 17.06

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は株式給付信託（ＢＢＴ）を導入しております。信託に残存する自社の株式は純資産の部の自己株式に

含め、１株当たり四半期（当期）純利益の算出に当たっては控除しております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

日本農業の衰退に歯止めをかけるべく政府は、対策の一つとして「農業競争力強化プログラム」を掲げ、その

中で生産資材価格の引き下げや生産資材業界の再編を促すための措置を講じております。また、当社最大の取引

先であります全国農業協同組合連合会においても肥料価格の引き下げを目的とした「集中購買方式」による購入

を実施しており、縮小する肥料市場の価格競争が更に激しくなっております。

このような情勢下ですが、当社グループは2018年度を初年度とする中期経営計画（2018～2020年度）に基づき、

次世代にふさわしい企業基盤構築を目指し、シェア拡大、価格競争力の強化、新たなビジネスフィールドの拡大

に向けた取り組みに努めてまいりました。

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高17,477百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益630百万円

（前年同期比29.6％増）、経常利益623百万円（前年同期比20.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益409

百万円（前年同期比32.1％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は、以下の通りであります。

　

肥料事業は、利幅を抑えた集中購買品が受注増となりましたが、付加価値の高い製品も好調に推移したことに

より、売上高13,722百万円（前年同期比3.6％増）、セグメント利益は803百万円（前年同期比17.4％増）となり

ました。

化学品事業は、工業用リン酸や飼料用リン酸カルシウムを中心に販売数量が減少し、売上高2,758百万円（前年

同期比7.6％減）となりました。一方、利益面では、輸入原料価格が抑えられたことにより原価率が良化し、セグ

メント利益は230百万円（前年同期比8.1％増）となりました。

不動産事業は、現状の賃貸物件による安定的な収益を確保し、売上高309百万円（前年同期比0.1％減）、セグ

メント利益は187百万円（前年同期比0.3％減）となりました。

その他の事業は、プラント施工の受注減、及び海外事業における費用の発生により売上高1,265百万円（前年同

期比4.3％減）、セグメント損失は60百万円（前年同期は56百万円の損失）となりました。

当第２四半期連結会計期間末（以下「当第２四半期末」という。）の資産の合計は40,839百万円となり、前連

結会計年度末（以下「前年度末」という。）に比べ2,518百万円減少しました。同じく負債の合計は、18,602百万

円となり、前年度末に比べ2,251百万円減少し、純資産の合計は22,236百万円となり、前年度末に比べ266百万円

減少しました。この結果、自己資本比率は前年度末の51.8％から54.3％となり、１株当たり純資産額は前年度末

の2,275.34円から2,278.52円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年度末に比べ1,038百万円減少し

2,958百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は434百万円（前第２四半期連結累計期間は102

百万円の増加）となりました。これは、主に税金等調整前四半期純利益（633百万円）、売上債権の減少（2,247

百万円）により増加しましたが、たな卸資産の増加（△357百万円）、仕入債務の減少（△1,333百万円）、未払

金の減少（△534百万円）及び長期前払費用の増加（△182百万円）により減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は435百万円（前第２四半期連結累計期間は599

百万円の減少）となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出（△428百万円）であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は1,037百万円（前第２四半期連結累計期間は

692百万円の減少）となりました。これは、主に長期借入金の返済による支出（△339百万円）、自己株式の取得

による支出（△151百万円）及び配当金の支払額（△493百万円）によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。また、

新たな事業上及び財政上の対処すべき課題は生じておりません。

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は137百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,161,686 10,161,686
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数 100株

計 10,161,686 10,161,686 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年７月１日～
2019年９月30日

― 10,161 ― 4,214 ― 3,737
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(5) 【大株主の状況】

2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を

除く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

全国農業協同組合連合会 東京都千代田区大手町１丁目３－１ 2,122 21.73

丸紅株式会社 東京都中央区日本橋２丁目７－１ 2,033 20.81

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 345 3.53

ラサ工業株式会社 東京都中央区京橋１丁目１－１ 275 2.81

三菱瓦斯化学株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目５－２ 272 2.79

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 219 2.24

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 210 2.15

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 174 1.78

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 139 1.42

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18－６ 124 1.27

計 ― 5,918 60.58

（注）上記のほか当社所有の自己株式393千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 393,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,627,300 96,273 ―

単元未満株式 普通株式 141,386 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,161,686 ― ―

総株主の議決権 ― 96,273 ―

(注)１．「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が600株及び「株式給付信託

（ＢＢＴ）」制度に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）名義の株式が30,400株含まれて

おります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個及び資産管理

サービス信託銀行（信託Ｅ口）名義の304個が含まれております。

なお、当該議決権の数304個は、議決権不行使となっております。

２. 「単元未満株式」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の60株及び当社保有の自己株式49株が含まれてお

ります。

② 【自己株式等】

2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称等

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
片倉コープアグリ株式会社

東京都千代田区九段北
１丁目８－10

393,000 ― 393,000 3.86

計 ― 393,000 ― 393,000 3.86

（注）当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は393,049株であります。また、「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信

託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式30,400株は上記自己株式に

含まれておりません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,051 3,012

受取手形及び売掛金 ※ 11,268 9,025

有価証券 3 3

商品及び製品 5,346 5,391

仕掛品 662 834

原材料及び貯蔵品 3,749 3,902

未収還付法人税等 1 －

その他 349 690

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 25,429 22,856

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,888 5,881

機械装置及び運搬具（純額） 2,277 2,187

土地 6,739 6,739

その他（純額） 543 647

有形固定資産合計 15,449 15,455

無形固定資産 100 97

投資その他の資産

その他 2,397 2,448

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 2,377 2,429

固定資産合計 17,927 17,982

資産合計 43,357 40,839
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 6,010 4,677

短期借入金 6,609 6,260

未払法人税等 153 245

賞与引当金 363 381

その他 2,570 1,971

流動負債合計 15,707 13,536

固定負債

長期借入金 510 505

役員退職慰労引当金 322 229

退職給付に係る負債 3,393 3,361

その他 920 969

固定負債合計 5,147 5,066

負債合計 20,854 18,602

純資産の部

株主資本

資本金 4,214 4,214

資本剰余金 9,905 9,905

利益剰余金 8,893 8,807

自己株式 △369 △511

株主資本合計 22,644 22,416

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 183 127

為替換算調整勘定 △5 △8

退職給付に係る調整累計額 △367 △346

その他の包括利益累計額合計 △189 △227

非支配株主持分 48 47

純資産合計 22,502 22,236

負債純資産合計 43,357 40,839
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

売上高 17,344 17,477

売上原価 13,996 13,970

売上総利益 3,348 3,506

販売費及び一般管理費 ※1 2,861 ※1 2,876

営業利益 486 630

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 8 9

その他 60 48

営業外収益合計 69 58

営業外費用

支払利息 20 17

持分法による投資損失 1 13

災害による損失 13 26

その他 3 7

営業外費用合計 38 64

経常利益 517 623

特別利益

固定資産売却益 2 0

受取損害賠償金 － 73

事業譲渡益 4 －

特別利益合計 7 74

特別損失

固定資産除売却損 23 61

その他 0 2

特別損失合計 23 63

税金等調整前四半期純利益 502 633

法人税、住民税及び事業税 192 224

法人税等調整額 1 0

法人税等合計 193 224

四半期純利益 308 408

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 309 409
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

四半期純利益 308 408

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 130 △56

退職給付に係る調整額 31 21

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 △2

その他の包括利益合計 160 △38

四半期包括利益 469 370

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 469 371

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 502 633

減価償却費 612 594

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △139 △92

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 62 △1

受取利息及び受取配当金 △8 △9

支払利息 20 17

持分法による投資損益（△は益） 1 13

有形固定資産売却損益（△は益） △2 △0

有形固定資産処分損益（△は益） 5 23

受取損害賠償金 － △73

災害に伴う損失 13 26

売上債権の増減額（△は増加） 2,031 2,247

たな卸資産の増減額（△は増加） △866 △357

仕入債務の増減額（△は減少） △1,156 △1,333

未払金の増減額（△は減少） △278 △534

未払消費税等の増減額（△は減少） △28 △116

長期前払費用の増減額（△は増加） － △182

その他 △184 △348

小計 581 506

利息及び配当金の受取額 8 9

利息の支払額 △20 △18

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △467 △136

損害賠償金の受取額 － 73

営業活動によるキャッシュ・フロー 102 434

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 10 －

有形固定資産の取得による支出 △570 △428

有形固定資産の売却による収入 3 0

無形固定資産の取得による支出 △1 △8

投資有価証券の取得による支出 △49 －

その他 7 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △599 △435

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 30 △15

長期借入金の返済による支出 △281 △339

リース債務の返済による支出 △43 △37

自己株式の取得による支出 △1 △151

自己株式の売却による収入 6 0

配当金の支払額 △402 △493

財務活動によるキャッシュ・フロー △692 △1,037

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,189 △1,038

現金及び現金同等物の期首残高 4,680 3,997

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,490 ※ 2,958
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　１．原価差異の繰延処理

季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該

原価差異を繰り延べ処理しております。

　２．税金費用の計算

税金費用については、主に当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

　

(追加情報）

（自己株式の取得）

当社は、2019年２月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、実施しております。

１．自己株式の取得を行う理由

株主還元の強化及び資本効率の向上を図るとともに、将来の機動的な資本政策を可能とするため。

２．取得に係る事項の内容

(1)取得対象株式の種類 当社普通株式

(2)取得する株式の総数 340,000株（上限）

(3)株式の取得価額の総額 400,000,000円（上限）

(4)取得期間 自 2019年３月１日 至 2020年２月29日

(5)取得方法 市場買付
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(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、前連結会計年度

末残高に含まれております。

前連結会計年度
（2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日)

受取手形 46百万円 ― 百万円

支払手形 7 ―

(四半期連結損益計算書関係)

※１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

運賃 638百万円 676百万円

給与手当及び賞与 778 817

賞与引当金繰入額 140 146

退職給付費用 53 47

役員退職慰労引当金繰入額 27 23

　２．売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

2019年４月１日 至 2019年９月30日）

　 当社グループの主力事業である肥料事業は、気象・天候によって需要量が変動するものの需要期に季節性があ

り、２月から４月にかけて需要が集中するため、第４四半期連結会計期間の売上高及び営業費用が他の四半期連

結会計期間の売上高及び営業費用に比べ増加する傾向にあります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

現金及び預金勘定 3,544百万円 3,012百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △54 △54

現金及び現金同等物 3,490 2,958
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 404 40 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

(注) 「配当金の総額」には株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（2018年３月31日基準日：42,200株）に対す

る配当金１百万円を含んでおります。

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 495 50 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

(注) 「配当金の総額」には株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（2019年３月31日基準日：37,500株）に対す

る配当金１百万円を含んでおります。

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)肥料 化学品 不動産 計

売上高

外部顧客への売上高 13,228 2,868 304 16,401 943 17,344 ― 17,344

セグメント間の内部売上高
又は振替高

23 118 5 147 378 525 △525 ―

計 13,252 2,986 309 16,548 1,321 17,870 △525 17,344

セグメント利益又は損失（△） 684 213 187 1,085 △56 1,029 △542 486

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、食品、農産物及び物

資その他、プラント等の設計及び施工、運送業務等の各事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△542百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)肥料 化学品 不動産 計

売上高

外部顧客への売上高 13,703 2,622 304 16,630 847 17,477 ― 17,477

セグメント間の内部売上高
又は振替高

19 136 5 160 418 579 △579 ―

計 13,722 2,758 309 16,791 1,265 18,056 △579 17,477

セグメント利益又は損失（△） 803 230 187 1,221 △60 1,161 △530 630

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、食品、農産物及び物

資その他、プラント等の設計及び施工、運送業務等の各事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△530百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

１株当たり四半期純利益(円) 30.77 41.72

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 309 409

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

309 409

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,065 9,809

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益

の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間

40,186株、当第２四半期連結累計期間33,571株であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2019年11月14日

片倉コープアグリ株式会社

取締役会 御中
　

監査法人 大手門会計事務所

　
指定社員

業務執行社員
公認会計士 武川 博一 印

　
指定社員

業務執行社員
公認会計士 向井 真悟 印

　
指定社員

業務執行社員
公認会計士 亀ヶ谷 顕 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている片倉コープアグ

リ株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から

2019年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、片倉コープアグリ株式会社及び連結子会社の2019年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2019年11月14日 

【会社名】 片倉コープアグリ株式会社 

【英訳名】 Katakura & Co-op Agri Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    野 村      豊 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員財経本部長    清  水  達  也 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北一丁目８番10号 

【縦覧に供する場所】 片倉コープアグリ株式会社関越支店 

(千葉県袖ヶ浦市北袖13番地) 

片倉コープアグリ株式会社名古屋支店 

(愛知県名古屋市港区船見町６番地) 

片倉コープアグリ株式会社関西支店 

(兵庫県姫路市飾磨区細江1050番地) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



 
１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 野村 豊及び当社最高財務責任者 清水 達也は、当社の第105期第２四半期（自  2019年７月

１日  至  2019年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認

いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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